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研究成果の概要（和文）：金融リテラシーの向上は、人々の合理的な金融行動を促すと考えられてきた。しか
し、我々の研究では、人々の金融リテラシーが高まると、一般的な認識とは異なり、リスクをとりすぎたり、借
入を行いすぎたり、ナイーブな金融行動をとったりする可能性が高まることが明らかになった。その反面こうし
た人々は、退職後の計画をしっかり立てたり、ギャンブルに関心を持たないといった傾向もあった。保健行動に
おいては、人々に特定健診やその後の特定保健指導を受けるよう促すことは、実際の受診行動や保健行動、およ
び健康状態に一定の効果を持つことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Increased financial literacy has been thought to encourage people to engage 
in rational financial behaviors. However, our study found that, contrary to popular belief, 
increased financial literacy increased the likelihood of people taking too much risk, borrowing too 
much, and engaging in naive financial behavior. On the other hand, these individuals were also more 
likely to plan for retirement and have less interest in gambling. In terms of health behavior, we 
found that encouraging people to undergo specific health checkups and subsequent specific health 
guidance has a certain effect on actual examination behavior, health behavior, and health status.

研究分野： 経済政策
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
金融リテラシーの向上と金融行動の結果との間に見られる矛盾は、現在行われている金融教育には見直すべき重
大な問題がある可能性があることを示唆している。すなわち、金融リテラシーの向上が人々に向こう見ずな金融
行動をとらせてしまう場合があることを踏まえ、金融教育を行う際には自信過剰に陥らないよう指導することが
極めて重要であると考えられる。従来金融行動に好ましい影響を与えると広く考えられてきた金融リテラシー
が、我々の研究では実際には逆の影響を与える場合もあることを示した。この点に学術的な意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
近年個人の金融選択領域は、確定拠出型年金・外国為替証拠金取引（FX）・カードローン・仮想
通貨・クラウドファンディングなどに広がりを見せている。高齢者については今後保有金融資産
が一層増加することは確実であり、若者については 2022 年に成人年齢が引き下げられた。この
ように、消費者が金融取引に直面して、複雑な判断を求められる場面が増えている。こうした中
で、金融リテラシー教育によって消費者の合理性を高めることが求められるようになった。しか
し行動経済学的要因を考慮した消費者の金融行動分析は十分に行われていなかった。 
 
 
２．研究の目的 
 
「生活者の誤った金融選択を防ぐ、教育・情報提供手法とは何か？」という問いに答えることを
目的とした。予備的調査では、単に人々の金融リテラシーを高めることを目的とするのではなく、
行動経済学的要因から生ずるバイアスに基づく選択を修正することを促す教育を行うことが重
要であるという仮説が得られていた。こうした金融行動に関する研究はさらに、人々が金融行動
と同様に複雑な意思決定を迫られる、保健行動の分析にも応用されることとなった。 
 
 
３．研究の方法 
 
主にオンラインアンケートを通じて独自に集めたデータを用いた、一般生活者・消費者の金融選
択の分析を行った。金融選択が人々の選好（行動経済学的要因を含む）や金融リテラシーなどに
よって決定されると考え、人々の金融選択に影響を与える要因を包括的に分析した。保健行動の
分析に際しては、フィールド実験で得たデータや、特定健診参加者の NDB データを活用して、準
実験的手法を用いた分析も行った。 
 
 
４．研究成果 
 
小川・川村・小山・本西・森(2019)では、近畿地方の小中高校生のオンラインゲームにおける課
金方法に関するアンケート調査の結果概要を報告した。調査対象者の課金経験率は約 24%であっ
た。また、小中生では男子生徒の方が課金経験率が高い傾向にあった。小中高生の課金行動につ
いてはこれまでほとんど分析されたことはなかった。 
 
Kawamura, Mori, Motonishi, & Ogawa (2021)は、高い金融リテラシーを持つことが退職後の計
画などには良い影響を与える反面、過剰借入やナイーブな金融行動をもたらす可能性があるこ
とを示した（図 1）。これによると、金融リテラシーの高い人々は、老後の準備を慎重に進める
反面、ナイーブな金融行動をとる傾向があることが分かった。この結果は、現在行われている金
融教育には重大な問題がある可能性があることを示唆している。すなわち、金融リテラシーは
人々に向こう見ずな金融行動をとらせてしまう場合があることを踏まえ、金融教育を行う際に
は自信過剰にならないよう指導することが極めて重要である。 
他方、金融リテラシーが十分でない若者は、それ以外の様々な要因にも影響を受ける可能性があ
る。こうした要因として、お金に対する倫理観や、両親や祖父母の影響を考慮した分析を進めた。
山根・阿萬・本西 (2021)は、ウェブアンケート調査で集めたデータに基づき、お金に対する禁
忌感が強い学生は、相対的に金融リテラシーが低い傾向があることや、両親や祖父母の学歴や金
融リテラシーが、子供の金融リテラシーに影響を与えることを明らかにした。また、お金に対す
る禁忌感が強い人ほど、金融リテラシーが低いことや、学歴、所得、投資経験の有無はお金に対
する心理的態度や金融リテラシーに影響を与えることもわかった。 
 
 



 
 
図 1：金融リテラシーがナイーブな金融行動に与える影響 
 
 
Kawamura, Koyama, Mori, Motonishi & Ogawa (2023) は、若者の金融行動に着目し、小中高校
生に対するアンケート調査で集めたデータを用いて、オンラインゲームにおける「ガチャ」への
課金行動の分析を進めた。これによって、青少年の課金行動に、リスク回避度や損失回避度が一
定の影響を与えていることが明らかとなった。 
また、金融行動の研究を発展させ、金融行動と同様に複雑な意思決定を必要とし、リスクや将来
に対する選好が大きな影響を与えるという点で共通点が極めて多い、保健行動の分析における
研究成果も得た。阿萬・本西・山根（2021）は、新型コロナ感染拡大時のマスク値上げに直面し
た消費者の「公正感」の役割を明らかにした（図 2）。 
 
 

 
 
図 2：マスク値上げに直面した消費者の公正感 
 
 



また、Kawamura Mori Motonishi Ogawa (2022)は、フィールド実験の手法を用いて、チラシのデ
ザインが人々の特定健診参加行動に与える影響を分析した。Nakao, Gale Miyazaki Kobayashi, 
Matsuda Nadarajah, & Motonishi (2023)は、特定保健指導の効果を、NDB データを活用して回
帰不連続デザインを用いて分析し、特定保健指導の効果を明らかにした（図 3）。 
 
 

 
 
図 3：特定保健指導対象者となることが、1年後のウエストサイズに与える影響（回帰不連続デ
ザイン） 
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